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Payment(Singleフィシュラー農政改革と単一支払いスキーム1 2. 
Scheme)の導入 
2. 1.1 フイシュラー農政改革
ここで指摘するフィシュラー農政改革は2003年農政改革のことである。 
2003年農政改革はフィシュラー農政改革 Eといわれることがある。その
場合， 1999年 3月のアジェンダ2000農政改革がフィシュラー農政改革 I
となる。また，別の論者によっては1992-2002年までをマクシャリー農
政改革の時期という位置づけをされることがある 31)。この場合にはア
ジェンダ2000農政改革はマクシャリー農政改革 Eと称されることになる。
つまりは， 1990年代の二度にわたる農政改革と 2003年農政改革の連続性
が明確に認識されているわけである。実際にはアジェンダ2000農政改革
はフィシュラー (FranzFischler)農業担当欧州委員会委員が第 2弾的
な大幅政策価格の引き下げ，直接所得支払いの補填比率の50%強の引き
下げ，セット・アサイド比率に関するゼロ改変などで強力なリーダー
シップを発揮した農政改革案を提示したので 連続性を十分踏まえなが 
31) Anton and Sckokai (2006). p. 15. 
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ら判断するとブイシュラー農政改革 Iと規定するのが妥当性を有してい
る。しかし，反面で合意内容がフィシュラーにとって道半ばであったと
いう意味で不満の残るものであった。そこで本項ではこれまでほとんど
取り上げてこられなかったアジェンダ2000農政改草にまつわる背後の裏
事情を明らかにし， 2003年のフイシュラー農政改革(I )に至る経緯を
論じていきたい。
ここで考察されるのは，アジェンダ2000農政改革に関する 3月1日の
農相理事会合意と 2週間後に開催された臨時欧州理事会での穀物価格政
策を中心とした決着の顛末である。行論のなかで述べるように，その時
の顛末が2003年のフィシュラー農政改革(I )につながる伏線であった。
農政改革に関する欧州委員会提案がまったくの無修正のまま農相理事
会合意となることはこれまでのCAPの歴史的経緯からいってまずあり
えない。 1990年代末における状況はフイシュラー率いる欧州委員会提案
が通りやすくなっていたとはいえ，加盟各国は決して一枚岩ではないし，
構図化していえば改革急進派(積極派)と慎重派が舞台裏で激しくせめ
ぎ合っていた実情からいってアジェンダ2000農政改革の農相理事会交渉
は開催から合意まで 2週間以上を要したように難航を極め，その結果と
して毎度おなじみのパッチワーク・プラグマテイズムに帰着するしかな
かった。それは基本的には欧州委員会提案をベースにしながら，価格引
き下げのテンポを緩めるとともに慎重派の唱える要素をも部分的に取り
込む形で落着する内容となった。そして，それは臨時欧州理事会での厳
しい折衝を 2週間後に控えた「つなぎの合意案Jとしての性格を帯びる
ことになった。それは改革急進派と慎重派の意見対立が蟻烈さを増すな
かでの行き詰まり的様相をまとう苦渋に満ちた駆け込み合意であり，多
分に便宜的なつじつま合わせにほかならなかった。
実際，何らのたたき台案の成果もなしに臨時欧州理事会に合意形成の
下駄を預けることは非現実的であった。農相理事会権限の鼎の軽重が問 
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われるのは必至であり，特定多数決制の下で何らかの合意形成は不可避
の関門だ、ったからである。ともかくもこうしたつじつま合わせが「合意j
となったのには，以上の制約があった。臨時欧州理事会を目前に控えて
やむをえないものだったに違いない。根回しが十分で、なかったか，不調
に終わったかのいずれかであろう。そこでひとまず建前としては欧州委
員会寄りを最大公約数的枠組みとしつつも，背後においては各国におけ
る喰い違いを克服しないなかで互いの喰い違いを是認した「暫時的j一一
すなわち，本音部分での再度のぶつかりを直前にして再検討と見直しが
時間の問題だという意味において一一合意が図られたのである。 3月11
日の農相理事会合意が欧州委員会提案と臨時欧州理事会合意の谷間に置
かれてまったくといってよいほど注目されてこなかった理由はまさにこ
こにある。
事実，後者の二つの場合には基本的骨格が提示されうるのに対し，前
者についてはその「超短期的なつかの間的性質jからいってそうしたこ
とが問題とされるような余地はなかったし，仮にそうしたとしても所詮
無駄な作業であった。見直しが時間の問題である合意について基本的な
骨格を提示してもさほどの積極的な意味はなかったからである(ただし，
欧州委員会は農相理事会合意が臨時欧州理事会において無修正のまま決
着をみることを強く期待していた。フィシュラーの願いもここにあっ
た)。いずれにせよ，その合意は八方美人的な側面を有してなお流動的
で不確定な要因を苧んだ内容にすぎなかった。「瀬戸際合意jと特徴づ
ける32)所以にほかならない。市場原理の活用に積極的な改革急進派と市
場原理の活用を恐れ，それになお遼巡を隠さない慎重派がそれぞれの強
調点を並立させる高度に妥協的な内容となっていた。穀物価格政策を例
にとってみると，需給調整という観点からみた場合，過去との断絶的な 
32)古内 (2006)，254頁。 
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面に大きく傾きながら，連続面をなおも払拭していないという折衷性が
鮮明であった33)。これが弥縫性という別な表現の根拠をなす。
こうして実態としては結局， 3月11日農相理事会合意にはフランスが
しぶしぶ認めざるをえなくなる一方，他方でイギリスなど改革急進派は
目標がほぼ達成されたものとして賛意を表するギリギリの折衝・合意の
意味合いがあった。ここでは次回の農相理事会において最終決着がなさ
れることを見越してすぐにも開催される臨時欧州理事会での実質審議に
もたれかかる発想が前提とされていたといってよい。フランスは農相理
事会合意に対して不承不承の容認を余儀なくされたものの，それで引き
下がるつもりは毛頭なかったし，その意味でたとえばセット・アサイド
維持派であるドイツが議長国であるのも心強いかぎりであった。この点
で何らかの形でセット・アサイド措置を残そうとするのが根強いEUの
基本的スタンスになっている事実が顧みられるべきであろう。 2.1.2で
取り上げられるSPSにおいてもこれが温存されるのがその証左である。 
EU農業年次報告にみられる「管理手段J(management tool)としてセッ
ト・アサイド措置が維持されているとの指摘34)は この措置をめぐって 
33)介入価格の単年度20%引き下げとセット・アサイド率ゼロ(生産の実質的自
由化)のワン・セット的組み合わせがそもそもの欧州委員会提案であった。
介入価格の第 2弾の大幅引き下げと同時に生産制限の解除が意図されていた
のである。これはマクシャリー農政改革下の改変とは決定的に異なるシステ
ムである。需給調整からみれば， I価格調節一元化J方式が目指された点で需
給双方より調整を図る方式からの転換であり，過去からの断絶であった。
フィシュラーは野心的な改革を実現しようとしていたのである。 3月11日農相
理事会合意は二年間にわたり 10%ずつ20%介入価格引き下げを図り，セッ
ト・アサイド比率について2000/01，2001/02年度10%維持， 2002/03年度以降
ゼロとする内容であった。慎重派の意向を組み込む多分に妥協的な内容に
なっていたとはいえ， 20%引き下げ，セット・アサイド比率ゼロが合意され
た意味においてフィシュラーの意図に沿うものであった。しかし，臨時欧州
理事会ではこれが介入価格引下げ15%，セット・アサイド比率10%維持とい
う具合に覆る。 
34) European Commission (2001)，p. 58. 
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強烈な揺り戻しがあったことを窺わせる。この措置の維持が意味するの
はいうまでもなく介入価格引き下げの緩和であった。
シラク(JacquesChirac) も争点が明瞭になるこうした事態のなかで
強硬な自己主張をおこなうのは火をみるよりも明らかであった。すなわ
ち，農相理事会合意で示されたパーチワーク・プラグマテイズムをバネ
に価格政策改革の後退を貫く決意は固かったのである。事実，こうした
状況の最中の 3月中旬に議長国の代表としての威信をかけたシュレー
ダー  (GerhardSchrりder)が加盟各国歴訪を通じてすべてを丸く収め
るようなソフト・ランデイングに向けた根回しを展開していった。この
点で，フランスのドイツに対する期待感は相当強かったとみてよい。実
際，シラクはそう振舞う。加えて，合意内容にも改革を後退させるよう
な材料が残されており 農相理事会合意がすんなりと呑まれる条件は当
初からなかった。その意味で合意案が欧州委員会寄りの内容でありなが
ら，改革縮小を許容するような「弥縫性Jが二重三重に苧まれていたこ
とは間違いない。その場合とくに議長国ドイツの根回しが重要な役割を
果たすものであったことは外部的な条件として留意されてよい。また，
欧州委員会側にもこの点で折れるスタンスがもともとあったことも考慮
されねばならない。
フランスがしぶしぶ容認した背後にはこのようなある種の「ゆとり」
があったと考えられる。一旦は退くが，結果として一歩も二歩も前進し
ようとする戦術がフランスにより選択されたのである。 3月1日農相理
事会合意が最終決着ではなかったことがフランスに最後の拠り所を与え
ていたことになる。どのみち臨時欧州理事会での首脳折衝があるので，
そこでの妥協的解決に賭ければ事態打開が見出されるとの思惑が働いて
いたとみてよい。臨時欧州理事会でギリギリの交渉がおこなわれながら，
フランスの強力な巻き返しがシラクによりなされた結果，実質的にはド
イツとの緊密な連携のうえにフランスの意向に即した決着が欧州委員会 
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寄りの合意を逆転的に覆す形でなされた。決着が3月26日の午前 6時ま
でずれ込んだのは以上の事情が錯綜していたためである。介入価格の引
き下げの緩和幅 (15%) をイギリスなど改革急進派が甘受しうる範囲内
にとどめたうえでセット・アサイド措置を管理手段として全面的に温存
するという調整がなされた事実は無視しえない。イギリスに対するにじ
り寄り妥協が用意周到に配慮されていることも見逃せないわけである。
そこで今度は独仏連携の前にイギリスなど改革急進派がしぶしぶ同意
する番となった。実際，イギリスは今回の決着に関して緩すぎる改革だ
との見解を吐露していた。こうした際どい折衷的な解決に向けて議長国
ドイツの威信を示すような落とし所が模索された結果として新包括改革
案の理事会合意に結実したのである。となれば，欧州理事会の場におけ
る決着であればこそイギリスなど改革急進派はもはや異を唱えるわけに
はいかず，腹に一物を抱えながら賛同するしかない。将来の帰趨につい
ては， I連続するさらなるアジェンダ2000農政改革」の行方に委ねるこ
とになる。いずれにせよ，こうした決着がフイシュラーにとって苦い内
容であったことは間違いない。フィシュラー農政改革 Iと表立つて評価
されてこなかった理由はここにあろう。
むろん，アジェンダ2000農政改革はフィシュラーを見捨てるものでは
なく，彼に次の改革を約束するものであったことが留意されねばならな
い。というのも，欧州委員会には「必要な場合にはアジェンダ2000農政
改革の目的が完全に実現されうることを確認するために」政策の改善を
提案する旨の欧州理事会の要請がアジェンダ2000農政改革の合意に盛り
込まれていたからである。これによりフィシュラーはアジェンダ2000農
政改革の合意の際に自らが構想していた政策価格の引き下げ，農村開発
政策， CAP財政についての改革に着手する余地を見出すことになった35)。 
35) Cunha (2004)，p. 154 (訳書， 212頁). 
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事実，穀物政策価格については 12002/03年度の市場状況によりさらな
る引き下げJが明文化されていたのである。つまり，フィシュラーには 
2002年にアジェンダ2000農政改革の中間見直しの機会が確約されていた
わけである。その点で フイシュラーにはシラクに対する巻き返しの途
が用意されていたことになる。財政規律の問題やデカップリング，また
直接所得支払いの農民間分配の問題などに関してフィシュラーはアジェ
ンダ2000農政改革時よりも一歩も二歩も踏み出して急進的な改革案を中
間見直し (Mid-termReview) として提出することを主張できるように
なった36)0 2002年 7月10日の欧州委員会の中間見直し案は「アジェンダ 
2000の目的と全般的枠組み」に即したものとして登場してきたのであっ
た。これは1999年のベルリン欧州理事会と2001年のヨーテボリ欧州理事
会の合意を経たうえで提出された極めて斬新な内容を有する農政改革案
であった。文字どおりのフイシュラー農政改革(I)が着手されたので
ある。 
2. 1.2 単一支払いスキームの内容と特徴
先に言及した欧州委員会の中間見直し案は，①CAPの第 1の柱であ
る共同市場制度の改善一一価格政策のさらなる改変一一，②ヨリ簡素で
持続可能な直接支持の実現，③持続的な農業と農村開発の支持のヨリ一
層の釣り合い，④CAPの第 2の柱である農村開発の安定と強化を主た
る内容とし，①から④のために(a)生産と直接援助 (directaid)の結び
つきの断ち切り， (b)直接援助の環境，食品の安全，動物の福祉，職業的
な安全性基準 (occupationalsafety standards)へのコンディショナル
な結びつき， (c)直接援助のモジ、ユレーションを介する農村開発援助の拡
大， (d)生産の質，食品の安全，動物の福祉のための新たな農村開発の導
入， (e)介入価格の幾つかの引き下げを通じる1992年マクシャリー農政改 
36) Garzon (2006)，p. 16. 
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草の完成を挙げた37)。中間見直し案が繰り延べられてきた農政改革の課
題をクリアし，多面的な農業への本格的な再編を意図したものであるこ
とは一目瞭然であろう。
デカップリングについて欧州委員会なりに徹底的な内容にしようとす
る政策的ねらいははっきりしている。実は欧州委員会はアジェンダ2000
農政改革において政策価格の引き下げがある程度 (tosome extent)直
接所得支払いにより相殺されるとやや突き放した表現をおこない，その
うえでこの動きを「生産からの援助のさらなるデカップリングJ(a fur-
ther decoupling of aid from production) との評価づけをおこなってい
た38)。直接所得支払いの補填比率50%弱の抑制がこうした事実を裏づけ
ていたが，この点で確実に生産補助金的性格が希薄化されていたのであ
る。しかし，中間見直し案は明白に生産と直接援助の断ち切りを打ち出
していた。ここが'2002年 7月の欧州委員会による中間見直し案の急進的
な改革内容である。そこにはこれから繰り返し言及するであろう WTO
農業交渉の推移を見守ったうえで交渉ポジションを有利に占めようとす
るEUの国際的な農業戦略が見え隠れしている。
欧州委員会のこの中間見直し案は2003年1月23日にヨリ練られた形で
提出された。そこで 6月に開催された農相理事会では新たに出された欧
州委員会案が本当の意味でのベースとなり， 6月26日に農政の「根本的
改革J(a fundamental reform) についての合意をみた。その合意のな
かで農政改革の最大の新機軸となっているのがSPSである。 SPSはこれ
までの直接所得支払い(助成金)に取って代わるもので，生産に結びつ
かず，デカップルされる内容である。これまでの直接所得支払いにまつ
わる生産補助金的性格は完全に払拭される。 SPSの支払い額は200ひ舟2 
37) European Commission (2004)，p. 3. 

38) European Commission (2001)，p. 26. 
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年の参考時期 (referenceperiod)に農民が受け取った直接所得支払い
分をベースに算定され，過去の歴史的な実績に照らして出される。農民
は作目や飼養頭数に関係なく固定的な直接所得支払いを受け取ることに
なる。 SPSは品目特定的でなく 品目横断的である点に特徴がある。 
SPSは穀物，油糧種子，蛋白質作物，牛肉，羊肉，酪農，次いでオリー
ブ・オイル，タバコ，綿花，砂糖を網羅する包括的な内容となってい
た39)。 
SPSの政策的なねらいは生産から切り離された固定的な支払いに変え
ることにより，農民がヨリ市場指向性を有するよう間接的に誘導してい
くことにある。欧州委員会は農業年次報告において2003年農政改革に言
及するなかでSPSを通じて農民が「企業家的な潜在能力J(the en trepre-
neurial potential)をより競争的な条件で発揮するようになると指摘し
ている 40)。すなわち これまではCAPが援助するものにより経営上の意
思決定は大きく影響を受けてきたが SPSの下では市場の要請が基本と
なり，収益性知何で農民は引き続き農業生産に従事することができる。 
SPSは原則として「生産の自由化jと表裏一体の関係にある。したがっ
て， SPSでは農民にとって機会の利益 (advantageof opportunities)を
いかに自らのものとするかどうかが問われることになるわけである。そ
こでSPSは原則として2005年 1月 1日から運用が開始され，加盟各国の
事情により 2007年まで延期することが可能であるとされていたが， EU 
15カ国のうち 7カ国が2005年 1月 1日に，残りの 8カ国が2006年 1月 1
日に導入した。欧州委員会がSPSを完全なデカップリングと位置づけて
いることは先に指摘したとおりである。 
SPSでは農民は土地利用からは切り離されない。 SPSの受給者は自ら 
39) Buckwell (2007). p. 13. 
40) European Commission (2005). p. 26. 
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の土地を「適切な農業・環境条件J(good agricultural and environmental 
condition)に保つことが義務づけられる。新たなコンデイショナル性
の登場である。これまでのコンデイショナル性はセット・アサイド措置
への参加であった。農民がこの新たなコンディショナル性に応えること
ができない場合には単一支払いが削減されるか廃止される。これはクロ
ス・コンブライアンス(共通遵守事項)の新たな要請に即した措置であ
り，その対象範囲は環境，食品安全，家畜・植物の健康，動物の福祉監
視におよ ~o その効果的運用はこれから先のことなので判断のつきにく
い問題があるが， I義務的クロス・コンブライアンスJ(compulsory 
cross-compliance)がSPSのもう一つの新機軸である。農業のもつ外部
経済効果との積極的な連携が意図されている。この点でSPSはCAPの第 
2の柱である農村開発政策と直接連動する内容となっているのである。
これまでクロス・コンブライアンスは環境基準のみで任意であった。 
SPSはその交付と見返りに対象範囲を広げて農業の多面的な機能性にも
とづいて強制的なクロス・コンプライアンスへの組み替えをおこなう。
そこでこれまでの直接所得支払い制度を担当してきた統合的行政・管理
システム (IntegratedAdministration and Control System，以下IACS
と略記)はこの強制的クロス・コンブライアンスの管理運営に従事する
ことになる41)。
上述の点と緊密に関わるが， SPSと連動して農村開発の強化も今回の
農政改革の重要な要素の一つである。そこで実施されるのは，モジュ
レーションである。農村開発強化に向けた追加的措置のための財政資金
を捻出するべく大規模層に対するモジ、ユレーションが実施される。年間 
5，000ユーロ超の支払いを受ける階層について， 2005年 3%， 2006年 
4 %， 2007年 5%， 2008-13年 5%の減額となる。財政規律の下での資 
41) European Commission (2005). p. 27. 
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金捻出策にほかならないが，これまでの直接所得支払い制度にまつわる
分配の不公正の是正でもある。 5%のモジ、ユレーション比率は年間12億
ユーロに相当する。これは農村開発の手立ての範囲拡充，食品安全の促
進，動物福祉の充実などに振り向けられ，農村開発政策の向上につなが
るものと位置づけられている。すなわち， SPSの内部にクロス・コンブ
ライアンスが「強制性jとしてピルト・インされるだけでなく，外部に
モジュレーションを設定して農村開発政策の内容充実が図られる仕組み
になっているのである。
以上からみてSPSは生産から完全に切り離されるという意味では「完
全なデカップリング」となることが目指されているが，その仕組みは土
地利用と緊密に結びついており そのかぎりで農村開発政策の推進に資
する，複雑ではあるが，整合的な内容となっている。反面，加盟各国は
農産物市場への撹乱あるいは生産の放棄といったマイナスの効果が働く
と考えた場合にはこれまでの直接所得支払いを一定比率で維持すること
が許容されている。つまり， I完全なデカップリングjとは相反する部
分的デカップリングが温存されるわけである。その詳細を示せば，①穀
物，その他の作目の面積支払いについてはSPSの25%，デユラム小麦 
40%の維持，②牛肉部門における肉用繁殖メス牛助成金100%と屠殺助
成金40%，または屠殺助成金100%，あるいはオス牛助成金75%の維持，
③羊・山羊の助成金50%の容認，④乾燥援助，種子援助，最辺境地域お
よびエーゲ海諸島における直接支払いのSPS転換からの免除の 4点であ
るが，①一一①が基本であり，数字はいずれも上限を表している。現実問
題としてこうした部分的デカップリングを容認すれば，上限に張りつく
のは必至である。これはすなわち，部分的デカップリングの「部分的存
続jにほかならないが デカップリングに限界を画すものとなっている
ことは否定し難い。①でいえば，セット・アサイド措置が維持されるこ
とによって政策運営が複雑化することになり，②に至ってはその複雑さ 
26 (260) 

千葉大学経済研究第23巻第 2号 (2008年9月)
はこの上ないものとなっているといってよい。地域農業の衰退というこ
とがその根拠ならば，農村開発政策で対処していくことが望ましいが，
何故そうならないのかは不明である。加盟各国の利害に配慮した結果だ
と推測して差し支えなかろう。宿題はなお残ったというべきである。
それにもかかわらず，先に述べたように， SPSはCAPの歴史において
画期的な意義を有している。モジュレーションの規定をも含めて総合的
に判断すれば，分配の公平性を「企業家的な潜在能力」の発揮という効
率性と両立させようとしている点が特筆されるのである。 2002年7月10
日の欧州委員会による中間見直し案は1992年マクシャリー農政改革， 
1999年アジ、エンダ2000農政改革いずれも大規模層ほど高額の直接所得支
払いを受けている事実に言及し，分配の改善につながっていず，旧来の
悪弊が維持されているとの難点を指摘していた42)0 SPSはCAP内部にお
けるこうした不一致性についてその問題に対処する政治的必要性に駆ら
れて導入された側面を濃厚にもっているのである43)。この問題に比べれ
ばWTO農業交渉はさしあたって切迫した問題とはなっていなかった。
むろん， SPSが事後的にはWTO農業交渉での交渉ポジションの強化に
備えたとはいえるものの，このCAP内部の問題に対処するものであっ
たことが注目されねばならない。
以上， SPSの内容と特徴について論じてきた。 SPSはなお積み残して
いる制約にもかかわらず，かつてないほどデカップリングの質を深めた。
フイシュラーが構想した改革案がほぼ採り入れられたという意味におい
てSPSは2003年農政改革がフィシュラー農政改革(I )であることを象
徴するものとなっている。この点で，フィシュラーはアジェンダ2000農
政改革時の苦い体験をパネとしてそれをはるかに凌ぐ改革をおこなうこ 
42) Garzon (2006)，p. 98. 

43) Garzon (2006)，p. 117. 
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とができた。その結果，フィシュラー農政改革は1990年代末から保護農
政に転じてそのなかで打ち出してきた価格変動型支払いをデミスマス条
項の活用により何とかそれを「ブルー・ボックスJ入りさせたアメリカ
の農業戦略を超えているのである。間違いなく SPSはかつて夢想だにさ
れなかった政策的成果であるといってよい。ボンド・スキーム論者が 
SPSに積極的な評価を下す根拠はまさにここにある。 SPSの延長線上に
ボンド・スキームの実現を展望しえる余地がかぎりなく拡がったからで
ある。 
新たなボンド・スキームの内容と特徴
 
-A.スウィンバンクと s.タンガーマンの所説
 
2.2.1 新たなボンド・スキームの内容 
A.スウインパンクと S.タンガーマンは2000年と2001年に共著でボン
ド・スキームに関する考察をおこなってきた。筆者は残念ながらこれら
二つの論文を参照することはできなかったが，本項で参照する論文はす
でに紹介したように， Swinbank and Tranter (eds.) (2004)に収録さ
れたもので，ボンド・スキームに体系だ、って検討を加えた最新の研究成
果である。したがって，この論文を参照することで先述二つの論文の欠
落を十分カバーできると考えるので，この論文にもとづいて両者がどの
ようなボンド・スキーム構想、を展開しているのかを明らかにしていきた
いと思う必)。
両者(以下，彼ら)がまず強調するのは，農民がますます直接所得支
払いについての行方に関して懸念を抱くようになってきた状況に対して
直接所得支払いの流れにまつわる確実性 (certainty)を創り出すこと 
4)以下の叙述については， Swinbank and Tangermann (2004)，p. 55-78 (訳書， 
76-111頁)を参照のこと。 
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である。 1990年代末から 2000年代に入って直接所得支払いに関する受給
環境が次第に厳しさを増し，それについての不安感が高まってきた。い
うまでもなく，マクシャリー農政改革では直接所得支払いは「永続的な
補償援助」と規定され，永続性が前面に出ていた。この時に問題がな
かったわけではない。たとえば マクシャリー農政改革当時イギリスの
農相であったガマーは 1992年 9月に催された国際農業・通商協議会の
「環境問題jセミナーにおいて「価格支持カットの代償として直接所得
補償を受けることになったが，農業といえども産業である以上，将来に
わたって『ただ，農民であるという理由だけで』所得補償を受け続ける
ことは困難であろう」との意見を開陳していた45)。これは直接所得支払
いのあり方について核心を衝く発言であり 当初からその永続性に疑念
が表明されていたことの証しである。
アジェンダ2000農政改革ではすでに論じたように，直接所得支払いの
補填比率50%弱の据え置きがなされ，直接所得支払いに厳しいタガがか
けられることになったが，その将来の行方について明示的な規定はな
かったし， 2003年農政改革のSPSでもそれは同様であった。そこで多く
の農民は直接所得支払い制度が持ちこたえられず，その正当化が不明瞭
であると考えるようになった。逆に生じてきたのは，不確実性 (uncer田 
tainty)の拡がりと深まりであった。存続の期間(廃止時期)の具体的
なスケジ、ュールを提示して農民に十分な調整期間を与え，その聞に農民
の非農業分野を含む自立的な経営活動を促していくことが差し迫った課
題であると彼らに認識されているのである。
彼らはこのような所得支払いの確実性を与えることを踏まえたうえで，
ボンド・スキームがフイシュラー農政改革下のSPSとどう違うのかをわ
かりやすく説明するためとして「成熟したJ(fully-fledged)ボンド・ス 
45)古内 (2006)，189頁。 
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キーム構想を提示し，それに向けて段階的に変わっていく 6つの構成要
素 (components)を挙げる。それを示せば，以下のとおりである。 
① 作物支払いを現在の土地利用からデカップルすること。 
② 家畜にも応用して，現家畜飼養頭数から支払いを切り離すこと。
③土地と支払いを切り離し，権利資格を個人に結びつけること。 
④ 	10年か20年に支払い期限を制限し 可能ならば時とともに逓減す
る支払いにすること。 
⑤ 将来の支払い水準を明確に固定すること。 
⑥ 支払いの権利資格をボンドに転換すること。
ここで彼らが構成要素という用語を使用しているのは，かつての論文
で①ーベ⑤を「継続的なステップJ(successive steps)との表現をしたの
で①から⑥を段階的に導入する手順との誤解を与えてしまった反省から
である。実際にはステップという言葉を用いているからその点ではなお
不鮮明な部分を残しているが彼らによればデカップリングはいずれの
要素でとどまっても可能であるし，①から⑥を一挙に実現すればそれは
それで望ましいとしている。このような①ーベ⑤の構成要素から判断した
場合， 2002年7月10日の欧州委員会の中間見直し案では純粋なSPSの導
入が意図され，①と②が実施に移されると彼らは論じる。①と②のみが 
SPSで実現されたとの彼らの認識ではボンド・スキームの実施の段階に
入ったものの，なお部分的なデカップリングであり，旧来の直接所得支
払いを部分的に存続させている点では部分的デカップリングとしても不
十分ということになろう。彼らは後者を「複雑」という言葉で表現して
いる。しかし，このような構成要素はかつてのタンガーマン提案にはな
かった内容である。ここに新旧の異同が窺える。
以上のような留保があるとはいえ，彼らは①と②の構成要素が旧来の
直接所得支払いを転換させる重要な部分であると位置づける。それは直
接所得支払いの正当化がそこから生じる結果，農民が改革されたCAP 
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に適応するのを助けるからであり その場合には直接所得支払いへの権
利資格の最も妥当な主体が個人としての農民であることに注意を払うべ
きだと彼らは主張する。彼らはこの点に関連して1992年マクシャリー農
政改革の際に過去に無制限の価格支持にみえた政策の下で突然その支持
が打ち切られることになった時，農民はそれに驚きをもって迎えたので，
所得補償ないし調整援助を受ける否定しえない権利が発生するという問
題が浮上した事態を引き合いに出してそのような愚を二度と繰り返さな
い必要があるとして，①と②の構成要素のステップを踏むことは政策立
案者が農民には将来の政策に関して知る権利があるから当然のことだと
指摘する。そこに先に論じたょっな直接所得支払いの流れについての確
実性が生まれるというのである。
③の構成要素はボンド・スキームが有する二重のデカップリングから
いってそのスキームへの転換の必要不可欠なステップであり，根幹部分
をなす。 SPSは①と②により生産からのデカップリングを本筋として取
り込んだが，③の構成要素については採用しなかった。その代わりに義
務的クロス・コンブライアンスが導入されたことはすでに指摘したとお
りである。ボンド・スキームの方向とは対脈的であり， SPSとボンド・
スキーム構想を決定的に分かつのはこの点である。ボンド・スキームで
はクロス・コンブライアンスが成り立つ余地はない。
④と⑤の構成要素は直接所得支払いの確実性に深く関わっているが，
④についていえば，このモジ、ユレーションの要因は年次払い確定時の一
回かぎりのものである。一旦それが決定されれば，繰り返し変更される
ような事態はありえないし，そうでなければ資本市場で取引されるボン
ド転換には着手されえない。つまり，ボンド転換には資本市場で売買さ
れ，価格形成がおこなわれることが前提とされるので，④が可変ではボ
ンドの流通性が確保されえないのである。支払い期間をどうするかにつ
いては，タンガーマン提案と同じく，これは政治的な問題であり，経済 
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学者はあくまで一つの示唆を与えるにすぎないとする。彼らの2000年に
出したワーキング・ペーパーでは「おそらく転換後のさらなる15年の支
払いが将来の支払いについての合理的な期間である」との指摘が挙げら
れている。このように明示的に存続期間を告知すれば，農民の市場条件
への適応は不確実性が覆っている状況と比較するとはるかに円滑に進む
ことになろう。
⑥に関して言及しておくと，⑥の構成要素は議論の脈絡上別個に扱っ
ているが，先にも指摘したとおり，①ーベ⑤すべてを同時に達成しうるも
のとし， I一挙J(one single step)なボンド・スキーム構想の実現可能
性を示唆する。彼らにとって最終目標は成熟したボンド・スキームであ
るから，①から⑥までの速やかでスムーズな移行は欠かせないのである。
すなわち，彼らの説明によれば，①から⑥までの構成要素にボンド・ス
キーム構想、を分解するのは，旧来の直接所得支払い， SPSがそうした構
成要素とどのように関連するのか あるいはまた違うのかを説明するう
えでの理解を得るようにすることがねらいとされ 最善のアプローチは
①ーベ⑤を同時に実現することであると規定されている。つまりは過去の
歴史的経緯を踏まえて その異同を明らかにしたうえでボンド・スキー
ム構想の内実を提起しているわけである。彼らはボンド・スキーム構想、
のなかにかつてよりはるかに現実適合的な性質をみている。別の角度か
らみると，ボンド・スキームはそれだけ現実味を帯びた内容となってい
るのである。
それでは彼らはボンド・スキームにまつわる問題点をどのように把握
しているのか，それらについて説明していこう。
まず離農の可能性については幾つかの地域で、起きるかもしれないが，
この度合いが過大視されてはならないとしている。加えて，そうした特
定地域での土地放棄が生じうると予測されたとしても，①特定地域に集
中する問題であること，②旧来のシステムでは直接所得支払いを受け取 
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るために所得損失が生じるような経営上の制約を課されているから，そ
こに不公平の問題があると考えられ，デカップリングに反対する十分な
理由にはならないこと，の 2点を強調する。離農への圧力に関してはこ
れもさほどのものではないと指摘する。それは直接所得支払いを受け取
るために農業にとどまる必要はなくなるからで ボンド・スキームはヨ
リ報酬の高い職に従事することを促すことにねらいがある以上，離農を
選択しでも農村開発にとって問題ではないし，農業それ自体への経営活
動も促進されるので大きな問題にはならないと主張する。彼らは総じて
土地放棄にしても離農にしても楽観的である。これらの問題にはなおざ
りにできない問題があるが，それについては3.2.2で改めて取り上げる
つもりである。
ボンド・スキームが任意な内容にとどまるかどうかについては， (a)行
政の簡素化が図られないこと， (b)土地価格の歪みが持続すること， (c)政
策への組み込み効果が拡散してしまうこと (d)WTOでの「グリーン・
ボックスJ入りができなくなってしまうこと，の 4点を挙げて反対する。
さらにボンド・スキームがその対象となる経営主体である農民に区別な
く適用することを必要不可欠だと強調する。そのうえで支払いシステム
の 16点進化J(a six-point evolution)が網羅的に実施されることが枢
要だと位置づける。なお，地主と借地人との関係ではボンド支払いにつ
いての調整が必要だとの課題を提起するが，全体として周辺的な問題で
あるとの考えであり，そこでの課題のクリアには各国の裁量性が働くも
のと指摘する。 
2.2.2 新たなボンド・スキームの特徴
新たなボンド・スキームの内容について述べてきたが，本項ではその
特徴に関して 5点にわたり説明していく。 5点というのは，彼らがそれ
らをめぐってボンド・スキームの理由ないし根拠として提示しているか
らである。そこで彼らが挙げる 5点におよぶ理由ないし根拠に言及し， 
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それら論点整理を踏まえてボンド・スキーム構想、についてどのような特
徴づけをおこなっているかを明らかにする。こうした一連の作業により
彼らが提起するボンド・スキーム構想、の基本的構図がほぼ浮き彫りにさ
れよう。それでは以下，上述の 5点を順次検討していくことにする。
ボンド・スキームの決定的なねらいは，直接所得支払いについて確実
性を与えることである。これは前節の冒頭、において議論の導きの糸とし
て指摘したことであるが，ここで改めて強調しておく。直接所得支払い
が1992年マクシャリー農政改革によってCAPの中心的要素になった際
に，その行方について明示的な決定はなされなかった。先にも指摘した
ようにそもそもは「永続的な補償援助jというのが基本的骨子であった
が，支払いの長期的な持続性については当初から疑念が表明されていた
ことはすでに指摘したとおりである。しかし，この疑念は1999年アジ、エ
ンダ2000農政改革時にかえって強まった46)。それは直接所得支払いの価
格引き下げ補填に対して厳しい歯止めがかかり，直接所得支払いの永続
性に明瞭な制約があることが露呈されたからである。直接所得支払いに
関する不確実性は一挙に深まり，農民の聞に不安感が醸成されてきた。
この点でもう一つ注目されねばならないのは，農民の側にも直接所得
支払いの受給について深刻なストレスを吐露する向きがあったことであ
る。すなわち， I政府が毎年，今年はこれだけ補助金を出すと発表する
時が一番嫌だ。皆の嫉妬を感じる」といった発言47)に集約されるように
直接所得支払いの流れに合理的な根拠を与える課題が二重の意味におい
て必要とされていたのである。これは彼らの議論では抜け落ちていた論
点である。マクシャリー農政改革 アジェンダ2000農政改革いずれの時
にも農民には政策変化に対する調整の機会が必要とされていたにもかか 
46) Garzon (2006)，p. 158. 
47)古内 (2006)，217頁。 
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わらず，以上の憂慮すべき問題が浮かぴ上がってきた。 SPSはそれに応
えるべき内容を有していなかった。これに対して，前節で示したように，
ボンド・スキーム構想、は支払い期間と将来の水準ならぴに受給者につい
ての明示的な規定を織り込んでおり その意味で確実性が組み込まれる
ものとなっている。この事実が第 lの特徴としてまず指摘されねばなら
ない点であり，マクシャリー農政改革以後の状況変化を反映している。
第2は，構成要素①と②から導かれるように，生産のデカップリング
の帰結として旧来の直接所得支払いが農民の経営決定におよぼしている
干渉を除去することである。欧州委員会の考えではSPSが農民の「企業
家的な潜在能力jの発揮の途を切り開いたとされているが，ボンド・ス
キームはこの方向を徹底化させる。生産補助金という名でセット・アサ
イドに集約されるような経営への介入はボンド・スキームでは完全に排
除され，生産の自由化とともに農民の経営活動(非農業分野への進出を
含む)が保証されるのである。ボンド・スキーム構想、のねらいのひとつ
はここにあり，第 2の特徴をなすわけである。
経営上のこの制約がボンド・スキームの下で解除される結果，農民の
経営上の裁量性に根本的な変化が現れるというのがここで重視される点
である。生産補助金を受給するのは そうしなければ所得減少に対して
埋め合わせすることができなかったからであるが，この所得激変緩和措
置の性格が薄れてくるにつれてそうした誘因力も弱まってきた。それに
もかかわらず，経営への介入を引き続き受けていることは市場条件次第
では想定外の所得減少をみるリスクにさらされる可能性が高くなる。経
営上の制約の解除はその反転として農民に市場条件に柔軟に適応するよ
うな効率性の追求をさらに促すことになる。すなわち，ボンド・スキー
ムの想定には農民は自らにとって有望な事業に従事する機会が増えると
いうことがある。 SPSに関して欧州委員会はそれが農民に「機会の利益J
を獲得する手段になるとの意見表明をおこなっていたが，ボンド・ス 
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キームはSPSよりもはるかに「機会の利益Jの余地を拡大するものとな
ろう。農民に支払われる額が紐付きでなければ，もっと価値あるものと
なるとの彼らの考えはこの点に根差しているとみることができょう。
第3は，最近のCAPがその論理的帰結(logicalconclusion) としてボ
ンド・スキームに導かれるという点である。彼らはマクシャリー農政改
革により直接所得支払いがCAPの中心的要素になったとの認識を示す。
いわば，マクシャリー農政改革は直接所得支払いの歴史的起点をなすわ
けである。そして時を経てSPSはボンド・スキームへの転換過程を開始
した。すなわち，歴史的起点としてのマクシャリー農政改革，その過程
的通過点としてのアジェンダ2000農政改革，そしてアジェンダ2000農政
改革の中途半端な内容からのテイク・オフとしてのフィシュラー農政改
革といった連続的 漸進的な改革の動きのなかでボンド・スキームは政
策選択肢としての有効性を広く認知されるに至った。 CAP改革自体が
その内在的なロジックとして一つの終着点を見出す発展軌跡を促してき
たといえよう。彼らが「論理的帰結Jと主張する所以はここにある。本
来ならば，ボンド・スキーム構想、の特質として最後に置かれねばならな
い所であろうが，わざわざ第 3のねらいとして挙げたのには，この構想、
に寄せる彼らの並々ならぬ意欲が読み取れるであろう。
彼らはSPS改変前のCAPのあり様とボンド・スキームは根本的に異な
る政策ではないと主張する。むしろ，ボンド・スキームは旧来の直接所
得支払い制度の論理的進化の所産とみなされるとまで指摘する。「論理
的進化Jというのは先にも述べたとおりであるが，前節で取り上げた①
と②の構成要素がSPSを内容とする過程に進んだ以上，①一⑥の構成要
素をすべて包含する成熟したボンド・スキーム構想が見据えられたとし
てもそれは当然のことであろう。彼らがとくに指摘するのは過剰対策に
関してである。たとえば， BSE危機に直面した牛肉過剰において頭数支
払いがおこなわれているために生産への持続的なインセンティブが与え 
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られているとする。それは頭数支払いに起因する難点であった。 SPSが
この点で複雑極まりない不十分さを露呈させているが，そうした欠陥を
抜本的に是正する手段としてボンド・スキームが位置している。その意
味でもCAP改革の論理的進化の到達点にボンド・スキームがしっかり
と構想されているのである。
第4は， WTO農業交渉におけるEUの交渉ポジションを大きく改善す
ることである。ボンド・スキーム構想、が二重のデカップリングであると
すれば， CAPは疑いなく「グリーン・ボックスJ入りすることになる。
しかもこれは「グリーン・ボックスjがどのような厳密の基準に置かれ
ようと，その揺らぎはほとんどない。ボンド・スキームでは価格政策は
市場原理主義に完全にはまり込むならいざ知らず市場原理の活用とし
ては必要最小限のものであり，国際的に批判されるようなものではない。
とすれば，そうした価格政策を前提にして成り立つボンド・スキームは
生産と土地から切り離された固定支払いとなっているから， WTO農業
交渉におけるEUの農業戦略をこのうえなく強めることになる。そこに
ポンド・スキームの特徴があるとみるのも自然なことといわねばならな
しミ。
ボンド・スキームはCAPの解体を執搬に追求するアメリカの世界農
業戦略に引導を渡すものとなるはずである。この点はマクシャリー農政
改革，アジェンダ2000農政改革とまったく異なる所である。 3.1.2で再
度取り上げるように，ボンド・スキームの対外的な最大のメリットはま
さにここにあるといってよい。ボンド・スキームはEUへのアメリカの
攻勢を封じ込める切り札であり，それが農政改革の選択肢として採用さ
れるとすれば，アメリカはEUへの対外的な風圧を強める口実を最後的
に失うことになろう。ボンド・スキームはこのようにパッチワーク・プ
ラグマテイズムの展開を不可避にしてきたEUの国際的な農業戦略にフ
リーハンドを与えるものになる。このことは現に「ドーハ開発アジェン 
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ダ」が進行中で容易に合意を見出し難い状況になっているからといって
軽んじて扱われではならない。簡潔に述べるならば，ボンド・スキーム
は1980年代後半から始まった国際的な農業交渉における国内農業政策へ
の介入をCAPに関するかぎり終罵させるものとなるに違いない。その
ような究極的なねらいをもって構想されているのがボンド・スキームで
あり，これが第4の特徴として強調されるのである。
第 5は，農村地域におけるヨリ建設的な利用のために財政資金がボン
ド・スキームにより生み出されることである。彼らの認識によれば， 
WTO農業協定の「グリーン・ボックスj入りの活用を通じてEU市民が
望んでいる環境および農村のサービス提供と結びついた直接所得支払い
を有する欧州農業・農村政策 (CommonAgricultural and Rural Policy 
for Europe，以下CARPEと略記)48)に組み替えることにボンド・スキー
ムが資するという。中心的な措置 (core measures) としての価格政策
の「付随物J(extra)にとどめられている農村開発政策を文字どおり統
合的な農村政策 (integratedrural policy)に編成し直そうとして前者
への過度の依存 (over-dependence)と前者のそうしたつけの犠牲になっ
ているとされる後者の間にあるイムバランスを解消し，後者の方に大き
く重心を移すことをねらいとする49)CARPEは ボンド・スキームのよ
うな根本的な改革を前提とせざるをえない。この論点は1990年代後半に
急浮上し，アジェンダ2000農政改革を機に本格化してきたものである。
その意味ではCARPEとボンド・スキームとの聞には確かに有機的な連
関関係が存在すると考えてよい。 CARPE論者がボンド・スキーム論者
と重なるのはここに起因する。 
それにもかかわらず具体的に詰めていくと そこには実現可能性につ 
48)この点， Costa，Cunha，Mendes and Sottomayor (2004)，pp. 79-91 (訳書， 
112-129頁)を参照のこと。 
49) Buckwell et al.(1997)，p. 44，52. 
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いての問題が潜んで、いる。そこでここで関連するかぎり果たして実現可
能性をもっているかどうかについては， 3.2.2において問題として取り
上げるが，少なくともボンド・スキームが期限っきで逓減性を苧む支払
いであることから，財政資金を捻出する余地は格段に拡がる。ボンド・
スキームが農村開発政策と連関関係を形成するかどうかはボンド・ス
キーム論者が想定するほど簡単にクリアできる問題ではないにしても，
その構想には財政面でのこのような有用性があることは確実である。後
にも触れるように，筆者はボンド・スキームの農村開発に対する効果を
もっぱらこの点に求める。すなわち ボンド・スキームという非価格政
策と農村開発一一農村開発政策ではない一一とどう結びつくかは立ち
入った検討を加えなければならない重大な問題なのである。
この課題を正面から取り上げて考察するのは本稿の別の問題群を形成
するが，ボンド・スキームはCAPの第 1の柱から第 2の柱への支払い
の財源の円滑な開放を可能にする内容を有しているのである。つまり，
ボンド・スキームはCAPの第 1の柱における直接所得支払いに関連す
るものであるが，そこでの抜本的な改変は第 lの柱の財政支出のドラス
ティックな縮小に帰結する。そつなれば必然的にCAPの第 2の柱である
農村開発政策への資金移転に向けた可能性が現実のものとなってくる。
ボンド・スキームの時限性からいってそれはむろん永続的な性質を帯び
ることになる。この点でCARPEを主張する論者はボンド・スキームを急
進的な改革と呼んでいる50)。この論者と彼らとのボンド・スキーム構想
に関する捉え方の喰い違いはこの第 5の特徴に起因している。旧来の直
接所得支払いがヨーロッパ農業の多面的機能につながらなかったのに対
し，ボンド・スキームにそうした支払いの除去を主張する51)わけだが， 
50)Costa，Cunha，Mendes and Sottomayor (2004)，p. 88(訳書， 125頁). 

51)Costa，Cunha，Mendes and Sottomayor (2004)，p. 83(訳書， 119頁). 
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ここには留保すべき問題が横たわっている。これについては後に検討を
力日えるつもりである。
以上， 5点にわたりボンド・スキームの特徴を論じてきた。彼らは 
SPS以前の直接所得支払い制度に内在する政治的な不確実性に比べて，
ボンド・スキームが一定期間直接所得支払いの流れに確実性を与え，農
業部門が新たな社会経済的条件に適応するための一助となることを指摘
した。ボンド・スキームへの転換は現行CAPの根本的な改革ではなく， 
1990年代初めからの農政改革を経てかつての農政改革の一要素になるに
すぎないと言い切る。とくにフィシュラー農政改革の「さらなる進化J 
(a further evolution)を強調する。彼らはそこで自らの所説の最終結
論としてCAP改革のさらなるステップとしてボンド・スキームが実施
に移されるべきであると主張するのである。 
3 ポンド・スキーム問題をめぐる改変要因と評価 
3. 1 ポンド・スキームの改変要因とメリット 
3. 1.1 ボンド・スキームの改変要因
直接所得支払いをボンド・スキームに転換させるのにはどのような改
変要因が働いているのか，それについて立ち入った説明をおこなうのが
本項の課題である。この課題に関してはこれまで行論のなかで折りに触
れて指摘したことであるが，本項で議論の整理をおこなって論点を明確
にすることとしたい。
第 1に挙げられる改変要因は効率性と分配の公平性の観点からCAP
の第 1の柱である価格政策の改変を徹底化することである52)。これまで
の説明のなかで論じてきたように CAPの第 1の柱には直接所得支払
いが含まれているから，この点への配慮は欠かせないが，これについて 
52) Garzon (2006)，p. 102. 
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はSPSの改変へのさらなる進化ということで議論は済んで、いるのでここ
であえて繰り返さない。したがって，ボンド・スキームという非価格政
策との関わりでいえば，市場原理の活用にもとづく価格政策の価格変動
防止機能への完全なる純化を図ることである。これは前にセーフテイ・
ネット機能という価格政策の改変だと規定したことである。マクシャ
リー農政改革自体も価格政策の簡素化，スリム化への途ならしをしたが，
強制的なセット・アサイド措置を随伴していたから，先に挙げた純化と
いう点ではなお不徹底さが残されていた。むろん，そもそも純化といっ
てもどこをどうやればそう規定できるかどうかは議論の余地があるが，
さしあたり世界市場価格へのギ、リギリの接近を目指しながら価格変動リ
スクを最小限に抑える価格政策として理解すべきであろう。そしてこれ
により市場原理の活用という基本線に立って農業の多面的な機能の一角
を構成する競争力(competitiveness)を発揮することが可能となる。
市場での競争条件を生き，市場のニーズに応えた営農活動がそこから本
格的に生まれることになる。
以上は効率性の観点からみた場合の要因であるが もうひとつ分配の
公平性の観点からの見直しの問題がある。マクシャリー農政改革以後の
直接所得支払い制度において大規模層に厚く小規模層に薄いという旧来
の価格政策に付きまとってきた弊害が決して除去されることはなかった。
むしろ，弊害は手つかずのまま是正されずに存続する結果となっていた。
これは直接所得支払い制度の抜本的改変なくして克服されない問題であ
る。フィシュラー農政改革におけるSPSではモジュレーション規定が盛
り込まれ，大規模層の手当てにメスを入れる公平性の維持に着手された
が，これはフィシュラーの想定よりはるかに限定的なものにとどまっ
た問。したがって，公平性への見直しは部分的修正にしかすぎなかった。 
53) Swinbank (2005)，p. 1. 
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ボンド・スキームではこの問題に対する是正がなされうる。すなわち，
階層別に将来にわたって固定された支払いを確定することと，その際一
回かぎりでだがモジュレーションを動態的に内在化させてこの弊害に対
処することがそれで、ある。いわば，二重の意味で公平性の観点が徹底さ
れるわけである。この観点はタンガーマン構想においても貫かれていた
ものであり，その意図は今日の新たなボンド・スキームにおいて改めて
問われてきたといってよい。
第2は， CAPに常に付きまとう財政問題に応えねばならない点であ
る。ボンド・スキームは逓減性を内に苧む一定期間の直接所得支払いで
あり，財政合理化の要請に長期的に適合的な構想、であるから，現在の明
示的規定のない直接所得支払いによる財政支出増大とは明確な一線を画
し，その増大に最終的な歯止めをかけることができる。ボンド・スキー
ム構想、の際にCAPの第 lの柱から第 2の柱である農村開発政策に対す
る財政資金の余地ができると繰り返し指摘されるのはここにもとづいて
いる。
だが財政問題はEU統合の東方拡大により深刻さを増している。それ
は直接所得支払い制度の適用に関して生じた。欧州委員会は実際， 2004 
年にEU15カ国の支払い水準の25%からスタートし それを段階的に引
き上げて10年後にはEU15カ国と完全に同一の水準にするという考えを
提示し，これは2002年12月のコペンハーゲン欧州理事会で合意された。
この点でも直接所得支払いに関する改革は避けては通れない問題だった
のである。しかし，直接的な供給制限策の維持をはずせない点，および
直接所得支払いを二元化する方式 (two-tierCAP)は当時政治的に受け
入れられなかった。そこで事前のデカップル方式が必要とされることに
なった。簡素化されたスキーム旬、implifiedscheme')がそれである。
これは中東欧諸国に関して基本面積歴史的な単収 および適格の牛と
羊の飼養頭数にもとづく予算合意を前提に，この金額を全農地面積に対 
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して一律単価によりデカップル・ベースで支出する内容であった。この
スキームもコペンハーゲン欧州理事会で合意された54)。そこで中東欧諸
国はSPSに対応した簡素化されたスキームで部分的なデカップリングの
実施を迫られる結果となった。それは財政制約の問題が横たわっている
からにほかならない55)。 
EU統合の東方拡大にまつわる財政問題はそれだけではない。中東欧
諸国からかつてのEU15カ国への人口移動を抑えるためには中東欧諸国
の地域開発の促進は欠かせない。農業再生と並んで構造政策の支出が不
可欠でこの面での拡大は避けられない見通しとなっている。 GNP比例
財源による財政確保は拠出と受け取りの釣り合いの問題があるから無制
限というわけにはいかない。財政規律メカニズムの維持が今日かえって
問われているのも不思議ではないのである。事実 2005年12月の欧州理
事会では2007-2013年の財政見通しに関して2008/09年度に見直し条項を
設けることが合意された。財政合理化の圧力はかつてないほど強まって
いるのである。ボンド・スキームはこの問題に対する抜本的な対策とな
りうるであろう。
以上の点に関連して行政の簡素化，スリム化を進めねばならない課題
が加わっている。マクシャリー農政改革後の面積支払い，頭数支払いに
よりIACSの下で欧州委員会の行政スタッフが大幅に増え日)，この面か
ら行政支出が増大した。 EUではそもそも価格政策が農業保護の制度的
骨髄をなしたので，直接的な供給制限策に関する行政的な蓄積に乏しく，
マクシャリー農政改革後はこの点での内容充実が漸次的に進められて
いった結果，行政に対するEU官僚の関与とそれにもとづく行政的支出 
54) 	Lit1e，Knapp，Sottomayor and Swinbank (2004)，p. 33 (訳書， 45頁)， 
Daugbjerg (2004). p. 104. 
55) Daugbjerg and Swinbank (2004)，p. 101. 
56) Daugbjerg (2004)，p. 102，105 (訳書， 143，148頁)• 
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の増大がみられた。この傾向は今日でも変わらない。 SPSでは義務的ク
ロス・コンブライアンスが新たなコンデイショナル性を形成することに
なったので，煩雑なIACSの行政的なコントロールはなくなりそうもな
い。むしろ，煩雑さを増しそうである。これは欧州委員会の官僚化とと
もに実は深刻な問題なのである。ボンド・スキームでは行政スタッフは
激減する。それは間違いなく行政の簡素化につながる。ボンド・スキー
ムでは強制的なセット・アサイド措置もクロス・コンブライアンスも除
去される。そうした措置からデカップルされるのがボンド・スキームだ
からにほかならない。
第3は， WTO農業交渉におけるEUの交渉ポジションの位置を確固た
るものにすることである。すでに論じたように，フィシュラー農政改革
におけるSPSの導入は生産からのデカップリングを意味し，そのかぎり
ではWTO農業交渉におけるEUの交渉ポジションを飛躍的に高めたとい
える。しかし，この点で留意しなければならないのは， Iグリーン・
ボックスJの定義が最近にわかに流動的となってそのカテゴリーの吟味
が厳しくなってきていることである。その適用範囲が狭められつつある。
その意味でSPSは決して安泰というわけではないのである。しかも， 
SPSは旧来の部分的なデカップリングを内部に並存させている関係でな
おさら複雑な内容となっており，厳密にいえば現時点では「グリーン・
ボックスj入りを目指しながら「ブルー・ボックスJの維持も捨て難い
というような微妙な関係が生まれている。 SPSがそのような中途半端さ
を内包させながら，加えてその期間について明示的な規定を随伴しな
かったので， Iグリーン・ボックスJ入りするかどうかは予断を許さな
い。また仮に首尾よく「グリーン・ボックスj入りできたとしても， SPS 
が本質的に有している無制限とみえる直接所得支払いは引き続きCAP
を目の上のたんこぶと考えるEUの交渉相手国にその正当性を絶えず問
題視するような口実を与え続けることになろう問。 
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実際問題として， Iブルー・ボックスJは現在のところEUの合意なく
してはWTO農業協定から削除しえないことになっているので， EUは
「ブルー・ボックスjを手持ちのカードとして温存するオファーをおこ
なっている。しかし一方では「ブルー・ボックス」の廃止につながるよ
うなSPSへの改革が進んでいる。これはEU自身が「ヨーロッパ農業モ
デルJに即して農業の多面的機能を維持するための政策メカニズムを追
求しているからである。これに関連して， Iブルー・ボックス」維持こ
そが重要だとの意見を披涯する向きがEU内部でなお根強い58)。このよ
うな矛盾した相貌を有するのが現在のEUであるが政策的整合性を満
たすのであれば， SPSの趣旨を徹底することは不可避である。そうなれ
ば，ボンド・スキームが最善のアプローチとして浮上してこよう。たと
えば，先に指摘した③の構成要素を含んで二重のデカップリングを実現
して生産と土地から完全に切り離されれば「グリーン・ボックスj入り
は問題なくクリアされ，その正当性が問われることもない。そこで改め
てSPSの不安定性を指摘し，さらなるデカップリングに踏み出して「タ
ンガーマン・ボンド」を創出しなければならないとの意見表明がなされ
る59)ことにもなっているのである。すなわち 2003年のフィシュラー農
政改革ではWTO農業交渉は一刻の猶予も許さぬというような差し迫っ
た問題ではなかったが事態の背後において常にCAP改革を衝き動か
している最大要因である。それに対する切り札がボンド・スキーム構想
にほかならない。 
3. 1.2 ボンド・スキームのメリット
ここでは前項の議論を踏まえてできるだけこれまでの説明を参照しな
がらボンド・スキームのメリットについて主として農民の経営活動ない 
57) Swinbank (2005)，p. 1. 

58) Cunha (2004)，p. 165 (訳書， 229頁). 

1.1p.，59) Swinbank (2005)
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し事業活動の面から明らかにしていきたい。
第 1は，ボンド・スキームに際しては経営上の介入ないし制約がほと
んど全面にわたり解除されることである。生産と土地から解放されるこ
との帰結にほかならないが，これにより農民は自らの経営資源をヨリ生
産的に利用することが可能になる。強制的なセット・アサイド措置やク
ロス・コンブライアンスは存立する余地がなくなるから，このようなコ
ンデイショナル性から農民はまったく自由になる。すなわち，農民は農
業にとどまっていままでどおりの事業活動に従事することもできれば，
ヨリ良き収益性の機会を見出すために農業以外の分野に進出することも
できる。いままでは直接所得支払いを受けるために市場条件に適応でき
るかどうかにタガがかけられていた。市場価格の動向でたとえば所得減
少を被っても直接所得支払いを受けるために経営を持続せざるをえない
リスクないし硬直性が絶えず、付きまとっていた。ボンド・スキームでは
こうした制約要因は除去される。 SPSが「企業家的な潜在能力」の発揮
を促す以上のことが期待されるわけである。このようにして，農民の経
営に関する意思決定の自由が実現することがボンド・スキームの最大の
メリットである。
第 2は，ボンド・スキームの下では将来の世代に対するボンド交付の
可能性はなくなるから土地価格の歪みが起こる事態はありえないことで
ある。むしろ，ボンド・スキームの実施に伴って土地価格の低下が促さ
れ，他の分野や同業者が農業経営に新規参入することや農地の流動化を
進めて規模拡大をおこなうことが可能となる。とくにその影響が大きい
のは，土地価格の低下による新規参入障壁が格段に低くなることである。
すなわち，農業投資の活発化を通じて新たな農業再生の途が切り聞かれ
るのである。また，農地流動化が一挙に加速して競争力のある農業経営
が現出する事態も十分考えられる。いずれにせよ，ボンド・スキームへ
の改変に連動して農家における何らかの経営改善が促進される。しかも， 
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新規参入者が新たな事業活動に乗り出してきた場合には，新規参入者は
ボンド支給を受けないことはいうまでもない。農業経営の自立性が求め
られることになる。そこで第 lの点と第 2の点と合わせて農民の事業活
動はかつて考えられなかったフレキシピリティをもつようになる。この
点がボンド・スキームにより初めて切り聞かれることに留意しなければ
ならない。農業という産業の経済的活動に対するビジネス・コンブイデ
ンスを高める効果が期待されるわけである。
第 3は，第 1と第 2の点の連結効果として農民の新たな社会経済条件
に対する適応力が導かれることである。ボンド・スキームはどのような
分野に進出するのであれ，農民の市場指向性を徹底的に強化するように
作用する。それはすでに述べたように，一つには価格政策の簡素化が極
限まで推し進められて価格変動防止に特化するセーフテイ・ネット機能
の市場原理活用が基本線として確立していることにあり，そのような最
小の防御策だけを残す形で市場指向的な経営政策を追求しなければなら
ない点である。もう一つには第 lと第 2の点にみられるごとく経営上の
制約が解放されると同時に新規参入者の参入障壁や農地流動化の余地が
格段に拡がって農民の投資活動に関するビジネス・コンフイデンスが向
上していることである。構想、されている 15年一一農民に対する無作為抽
出のアンケート郵送調査でも 15年が妥当との意見が大勢である一一の適
切な調整期間を経て農民は競争力の身についた事業を展開するよう努め
ることが可能となる。市場のニーズに敏感なアンテナを張り巡らして需
要開拓を図っていくとともにそれに向けた生産体制を整えていく。これ
はまた， WTO農業交渉においてEUが有利な交渉ポジションを獲得して
いく実質的な内容にほかならない。農業にとどまることなく農村社会の
本格的な変化が招来されるものとなる。ボンド・スキームという非価格
政策は農村開発に帰着することが前提とされているといってよい。それ
は決して農村開発に向けた誘導政策ではない。ここに3.2.2で言及する 
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ボンド・スキームの弱点カ宝ある。
第4は，以上の 3点との関係でもたらされるであろう市場指向性の結
果として，これが農民に対して健全な心理的影響を与えることである。
すでに論じたように，直接所得支払いに対する交付環境が次第に困難と
なりつつあるというのが2000年代に入つての現実であった。こうした状
況において農民は直接所得支払いに疑念を抱くだけでなく，世論が向け
ている直接所得支払いへの反発に欝積した感情をもつようになっていた。
こうした二重の不安感に捉われて「ただ，農民ということだけで」農業
という産業が直接所得支払いの特典を享受しえるのかといった疑念をボ
ンド・スキームでは取り払うことができる。確かに「何もしないことに
対するJボンド支払いにはある種の反発が予想されないではないものの，
その反発は旧来の直接所得支払いや休耕補償金の場合に集中している点
で望ましい解決策と受け止められる可能性の方が大きいのに加えて，ボ
ンド・スキームではその年次支払いに対して「調整援助」という大義名
分が与えられるほか，一定期間のスケジ、ユールが提示されて廃止時期が
がっちり組み込まれるから世論の厳しい反発を相当程度和らげることが
可能である。そこで農民はそうした具体的なスケジュールの情報開示を
前提にして世論に後ろめたさを感じることなく市場条件への適応力を身
につけるような事業活動をおこなうことができる。ボンド・スキームは
この点で直接所得支払いの流れに確実性を与えるのみならず，それにま
つわる反発を弱めて安心感をもたらすことで後顧の憂いなく自立的な経
営活動に対する条件を提供する作用を果たす。ここにポンド・スキーム
の農民の心理的な側面に関するメリットがある。
以上から，ボンド・スキームは農民の事業活動の根幹部分に関わった
所で全面的な影響をおよぼし，事業活動の自由化に向けての効果的運用
を展望しうるものとなる。ボンドの年次支払いと調整期聞がそれを保証
する。だが，だからといって問題がないわけではない。というのも，メ 
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リットは一方的にメリットとして作用するわけではないからである。そ
こには表裏一体の関係でデメリットと弱点がある。次はそこに目を向け
なければならない。いわば ボンド・スキームの光と影の双方に考量を
加えることにより本稿の最終目標である総合評価を正当におこなうこと
カfできるのである。
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